【別紙】第６４回社会保障審議会介護給付費分科会報告

厚生労働省は6月24日、都内で第64回社会保障審議会介護給付費分科会を開催し、介護従事者処遇改善状況等調査の実施概要等について説明した。連合からは、小島総合政策局長の任期満了による交替により、今回から篠原生活福祉局長が委員として出席した。

　介護従事者処遇改善状況等調査は、2009年度介護報酬改定が介護労働者の処遇改善を趣旨として行われたことを踏まえ、報酬改定前後で介護労働者の処遇が改善されたかどうかを調査するもの。調査対象や内容、方法等については、介護給付費分科会のもとに「調査実施委員会」が設置され検討されていた。

　調査は、施設・事業所に関する調査と従事者に関する調査の2部構成で、主に下記の事項について実態把握を行う。

①介護従事者の報酬改定前と改定後の給与等の実態把握

・介護従事者の賃金水準が改訂前と比べて改善しているかどうか

・基本給の他に一時金や手当等で対応しているかどうか

②給与等以外における介護従事者の処遇改善策の実態把握

・福利厚生、研修等といった給与等以外にどのような方法で処遇改善を図っているか

③施設・事業所の加算の取得状況の把握

　調査対象サービスは、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、訪問介護、通所介護、認知症対応型共同生活介護が予定され、厚生労働省は全体の73％が対象になるとしている。一方、調査対象職種としては、生活相談員（支援相談員）、介護職員（訪問介護員含む）、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、機能訓練指導員、介護支援専門員で、全職員の約94％が対象になる。なお、従事者に関する調査票の記入は、管理者が行うこととされている。

　連合の篠原委員は、「従事者票について、本人が記入するということは最初から想定されていなかったのか。職種ごとに抽出・記入するということだが、管理者によって意図的に対象者が選ばれ、操作される恐れがあるのではないか」と、調査方法に懸念を示した。これに対して、調査実施委員会のメンバーでもある千葉専門委員（独立行政法人福祉医療機構経営支援室経営企画課長）は、「調査では、本人が記入するとデータが安定しない傾向がある。管理者が一括して記入する方が正確なデータが出ると考える」と述べ、正確なデータを集めるためには、賃金台帳等を基にして管理者が一括記入する方法が適当であるとした。

　調査対象サービスについて、木村委員（日本介護支援専門員協会会長）は、「居宅介護支援事業所が対象に含まれていないのはなぜか。施設勤務のケアマネージャーでは、事業所のケアマネージャーの処遇改善実態は分からない」と述べ、対象サービスに居宅介護支援事業所も加えるべきと主張。調査対象サービスに居宅介護支援事業所も加えられることとなった。

　2009年度9月時点の給与で調査が行われることに対し、厚生労働省は「国保連からの介護報酬の払い込みが6月。6月から9月で処遇改善が落ち着くと考える。10月以降は介護職員処遇改善交付金によって事情が変わることもあるので、9月時点とした」と説明した。給与等、処遇の比較対象として2008年度9月にしたことについては、「2009年度介護報酬改定率が3.0％となることについては、10月30日に政府・与党によって発表された。2008年9月時点では、まだそれを織り込んでいない給与であると考えられ、比較する意味はある」と述べた。

　その後、介護職員処遇改善交付金について厚生労働省より説明があった。篠原委員は、「交付金が対象とする「介護職員」とは、派遣等の雇用形態を問わないと考えてよいのか」と質問。厚生労働省は、「派遣については議論がある。直接雇用であれば、常勤、非常勤を問わない」と述べ、直接雇用のみを対象とする見解を示した。

　交付金の支給対象が介護職員のみということに対し、池田委員（龍谷大学教授）および馬袋委員（民間介護事業推進委員会代表委員）が、「介護はチームケア。その中で交付金の対象となる人、ならない人がいては、職員の関係が壊れるのではないか」と指摘した。これに対して厚生労働省は、「要件については現在検討中。全体のバランスの中で広く交付金を使ってもらえるような要件を考えたい」と述べ、引き続き交付要件について検討していくことを明らかにした。

　介護従事者処遇状況等調査は10月に実施され、2010年4月以降に介護給付費分科会において調査結果の報告がなされる予定。
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